
総社市建設工事等最低制限価格取扱要領

（趣旨）

第１条 この要領は，地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０第２

項（同令第１６７条の１３において準用する場合を含む。）及び総社市契約規則（平成１７

年総社市規則第４５号）第１０条の規定に基づき，総社市が発注する建設工事（建設業法

（昭和２４年法律第１００号）第２条第１項に規定する建設工事をいう。以下同じ。）及び

測量，建設コンサルタント業務等（測量業務，建築関係建設コンサルタント業務，土木関

係建設コンサルタント業務，地質調査業務及び補償関係コンサルタント業務をいう。以下

同じ。）の競争入札において，最低制限価格（消費税及び地方消費税の額を除いた額をいう。

以下同じ。）を設定する場合の取扱いについて，必要な事項を定めるものとする。

（対象）

第２条 最低制限価格を設定する対象は，競争入札に付する建設工事及び測量，建設コンサ

ルタント業務等とする。ただし，最低制限価格を設定することが適当でないと認められる

ものについては，これを設定しないことができる。

（最低制限価格の算定方法等）

第３条 最低制限価格は，工事価格又は業務価格（設計上の金額で，消費税及び地方消費税

の額を除いた額をいう。）に基準率と変動率の和を乗じて得た額とする。ただし，算出され

た価格の千円未満は切り捨てるものとする。

２ 建設工事における基準率は，第１号から第４号までに掲げる額（それぞれ小数点以下の

端数を切り捨てた額）の合計額を工事価格で除して算定するものとする。ただし，基準率

は小数点以下第５位を切り捨てとし，０．７５に満たない場合０．７５とし，０．９２を

超える場合は０．９２とする。

（１）直接工事費の額に１００分の９７を乗じて得た額

（２）共通仮設費の額に１００分の９０を乗じて得た額

（３）現場管理費の額に１００分の９０を乗じて得た額

（４）一般管理費の額に１００分の６８を乗じて得た額

３ 前項の計算式により難いものについては，前項の規定にかかわらず，別に定める基準率

とする。

４ 測量，建設コンサルタント業務等における基準率は０．７０とする。

５ 変動率は，次の計算式により算定する。

変動率 ＝（０．００１×Ｘ＋０．０００１×Ｙ）×Ｚ

（１）総社市電子入札実施要領に規定する電子入札システムにより入札を実施する場合，電

子くじを使用して決定するものとする。

1 入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）は入札金額を登録する際

に任意の３桁の数字を入力する。（くじ番号）

2 電子入札システムに入札金額が登録された時刻のミリ秒を，３桁の数字として電子入

札システムが自動的に取得する。（到着ミリ秒）

3 「くじ番号」と「到着ミリ秒」の和を「決定くじ番号」とする。なお，和の値が４桁



となった場合は，下３桁の数字を採用することとする。

4 入札参加者の「決定くじ番号」の和の十の位の数字を「Ｘ」，一の位の数字を「Ｙ」，

百の位の数字が０又は偶数の場合は「Ｚ」を「－１」とし奇数の場合は「Ｚ」を「１」

とし，上記の計算式に「Ｘ」「Ｙ」「Ｚ」をそれぞれ代入して変動率を算定する。

（２）紙媒体により入札を実施する場合は，変動率を使用しないものとする。この場合の最

低制限価格は，工事価格又は業務価格に基準率を乗じて得た額とする。ただし，算出

された価格の千円未満は切り捨てるものとする。

６ 再入札が行われる場合の最低制限価格は，１回目の入札で決定された最低制限価格と同

じ金額とする。

（最低制限価格の周知）

第４条 最低制限価格を設定した場合は，入札参加者に対し，当該契約に関し，最低制限価

格が設定されていることを周知する。

(落札者の決定）

第５条 最低制限価格を下回る価格による申込みが行われた場合は，当該申込みをした者は，

再度の入札に参加できないものとし，予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上

の価格をもって申込みをした者のうち，最低の価格をもって申込みした者を落札者とする。

(不調時の措置）

第６条 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって申込みをした者

がないときは，改めて競争入札（随意契約を含む。）に付する。ただし，第３条第４項第１

号の規定により，電子入札システムを使用し入札を実施した場合で，予定価格の範囲内の

全者が最低制限価格を下回り落札者がいない場合，Ｘ＝９，Ｙ＝９，Ｚ＝－１を代入し，

最低制限価格を再計算し決定する。

（最低制限価格の公表）

第７条 最低制限価格は，落札者が決定後，速やかに公表するものとする。

（その他）

第８条 この要領に定めるもののほか，最低制限価格の実施に関し必要な事項は別に定める。

附 則

この要領は，平成２０年４月１日から施行する。

附 則

この要領は，平成２０年１０月１日から施行する。

附 則

この要領は，平成２２年４月１日から施行する。

附 則

この要領は，平成２３年１０月１日から施行する。

附 則

この要領は，平成２３年１１月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この要領は，平成２４年７月１日から施行する。



（経過措置）

２ この要領の施行前に公告した一般競争入札又は通知した指名競争入札については，な

お従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要領は，平成２５年６月１７日から施行する。

（経過措置）

２ この要領の施行前に公告した一般競争入札又は通知した指名競争入札については，な

お従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要領は，平成２６年２月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要領の施行前に公告した一般競争入札又は通知した指名競争入札については，な

お従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要領は，平成２７年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要領の施行前に公告した一般競争入札又は通知した指名競争入札については，な

お従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要領は，平成２８年４月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この要領は，平成２８年５月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この要領は，平成２９年５月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この要領は，平成３０年４月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この要領は，令和元年６月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この要領は，令和２年４月１日から施行する。



附 則

（施行期日）

１ この要領は，令和４年４月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この要領は，令和６年３月１日から施行する。


